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　練馬区の非常勤制度導入にあたっては、「別の職務にっけるために採用したわけではないの
で、職域を分ける必要性などまるでなかった」から、上記のように庶務を除くすべての業務を
常勤職員と非常勤職員が行っている。しかし、職務分担を主張する考え方には、「常勤と非常
勤は身分的にも立場的にも別種の職員であり、自ずからその役割は別である、…常勤職員は市
民に対する責任を有するが、雇用年限も短く採用方法も軽易な非常勤職員は、それほどの責任
を有しない」とする見方や、「常勤職員は長年に渡って様々な職場で異動を行うため、総合的視
野が身につき図書館のみの非常勤職員では、専門的分野にしか目が行かない」とする考え方が
あるのではないか。だが、「立場の差をある程度肯定したとしても、それによって従事すべき
業務が異なるというのは、いささか疑わしい。そもそも、管理的・基幹的業務とは何をさすの
か」。非常勤職員が起案・契約・支払い事務など行っている例もあり、「聖域として残るのは職‘
員管理・予算管理…これですら非常勤館長すら登場している近頃では危ういものだ」。
　さらに専門性の問題でいえば、「大学図書館や都道府県立図書館ならいざ知らず、せっかく
ッールを揃え、レファレンス・カウンターで意気込んで待機しても、聞かれるのは、家庭での味
噌の作り方であったりする。地域の人々の日常生活の中で必要とされる情報を、それに相応し
い資料を選ぶことによって提供してゆくのが地域図書館の役割なら、人びとの生活実感を知り、
実用書であれ雑誌であれマンガであれ、必要とされる資料を知ってゆくのも図書館職員の働き
である。こういったことは、教育で得られるものではない。現場での経験と積極的な意欲によっ
て、得た知識を蓄積していくことによってしか、身にっかないものである。」（32）
　前段の職務分担についていえば、いわゆるジェネラリストとしての自治体職員論が、拡大す
る一方の自治事務において求められる人事管理のあり方かどうかを問うているものであろう。
それでもなお、一般事務は常勤、専門職は非常勤と分けようとしても、すでに現場ではその区
別が実態的に崩れている。後段の専門性論では、「人びとの生活実感」がキーワードであり、
それは現場での経験と知識の蓄積、職員自身の不断の努力によるのだ、としている。
　求められるところのジェネラリストが2～3年の人事異動で得た断片的な専門知識の集積を
意味するものではなく、スペシャリストが自治体の全体像や展望を見失ったタコッボのなかか
らは生まれないことは、職員も住民も、場合によっては人事当局も考えるところだと思う。確
かに問題は人事制度にあり、非常勤制度の検討をとおして示された「生活実感」と「現場での
経験」を重視する考え方は、積極的な提案として受け止めるべきである。
　小形は、非常勤職員47人中「一人の男性以外は、四十六人が女性」（33）という職場の現実を強
く意識している。ここでいう「生活実感」とは、従来女性がアンペイド・ワークとして担って
きた領域、たとえば子育てや高齢者の介護、地域活動やPTA活動などをとおして培われる実
感を意味しているものと理解する。「家庭での味噌の作り方」は比喩としても、そのような生
活者の視点を持った職員が地域の学習の現場に求められている。
　わたしは「生活実感」を教育や福祉などの自治体行政に持ち込むことが非常勤職員としての
女性たちによって実現しているし、今後もその可能性があると考えている。たとえば、三木市
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の学校給食調理員の中谷さんはパート労働運動の中で子どもたちの食にっいて考え、当局に要
求している。（34）また、ある自治体の男性の常勤職員が主婦向け講座を非常勤職員として採用
される女性が担当してくれることになったとほっとしていたことも、むしろ女性が出産や性な
ど再生産の領域を経験してきた「前歴」を大切にしているものと受け止あている。（35）
　しかし、わたしは「生活実感」に限りなく寄り添っていくことは危険であり、学習ないし学
習者をどうとらえるかという点で職員の専門性としても問題があると思う。図書館で働く職員
と公民館等の学習施設で働く職員の専門性にっいて、前提とする学習観・学習者観に異同があ
るかどうかは今後も議論を続けたいところであるが、わたしは、先に述べた学習者の主体性が
向かう方向は自己変革・社会変革であり、共同の関係の中での学習が主体性を育てていくもの
と考えている。その視点からすると、パート問題は女性の学習課題の「宝庫」といっても過言
ではなく、パート労働運動は学習としての側面をもつと考える。
b　中野区非常勤職員賃金差別裁判　原告陳述書（部分）
　さて、ここまで小形の論考に沿って、練馬区の図書館を中心に非常勤職員の専門性を検討し
てきた。すでに述べたように非常勤制度の実態を示す統計や研究は限られており、上記の検討
と重複する部分が多いが、元職員による職務の記述および専門性の分析として、中野区非常勤
職員賃金差別裁判の原告陳述書を引用したい。以下は学習を組織する職の専門性にかかわる部
分である。
　なお、中野区女性会館の職員体制は5名の常勤職員（男2、女3）と6名の非常勤職員（全
て女性）であった。（36）
ア　女性問題に関する専門性
　わたしたちは一般行政職員と机を並べ、同じ電話を取っていました。電話をとる、来館者に
対応する、などは一般事務の範疇とも考えられますが、女性会館という職場の性質上、たとえ
電話一本であっても女性問題の視点を欠くことはできませんでした。
　たとえば、相談電話は別回線で設置してありましたが、相談の件数が多く話し中のため、一
般回線に相談の電話がよくかかってきました。なるべく相談員に替わるようにしていましたが、
切羽詰った人は相手が誰だろうととにかく話し始めてしまったりします。また、来館者でも、
夫からの暴力を逃れて子どもつれで駆け込んできた人は、傷だらけ、泥だらけですぐにそれと
わかってしまう様子でした。一般職であろうと非常勤職であろうと、「事務的」な扱いなどす
れば、さらに深くその女性を傷つけてしまうことは明らかでした。
　私が担当していた講座においても、講座生がとつぜん泣き出して子どもへの虐待を告白した
り、そでをまくって夫にっけられた青あざを見せたりすることがありました。また、出産を含
め性の問題も出されました。そうしたことは、けっして特異な例外的なことではなく、講座の
なかで日常的に起こっていましたし、そのように女性が自分のっらい経験をとらえかえしてい
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くことこそが女性問題講座の目的でもあったのです。
　そのように、人生の内奥深くにかかわる問題に対して、たとえば「わたしは一般行政職なの
でわかりません」などといってすましていたのでは、女性会館の仕事にならないのです。区民
からみれば、職員が常勤であるか非常勤であるかなどわかりません。なにか不都合な対応があっ
たとしても、「この人は一般職だから」「特別職だから」といって正当化することなどできませ
ん。
　わたしたち職員が、女性会館の4本柱といっていた、学習・情報・相談・交流の4っのカテ
ゴリーのいずれもが、上述のような区民との直接のコミュニケーションを含んでいました。女
性会館という施設は、女性が自ら差別を克服していくことを援助するという役割を負っていた
のであり、それが女性行政に本来的に期待される機能だったためです。女性行政もまた、まぎ
れもなく地方自治体の担う一般行政の一分野ですが、このように歴史的に後発の行政事務には
区民との直接対応を必須とするものが多く、事務と事業の境目があいまいでした。
　わたしは、そうしたなかで女性行政を行うのであれば、女性問題は一般行政職の職務として
求められる専門性であると思います。そうでなければ、最も専門的判断を期待される女性行政
の管理職が、常勤職員から選考されている事実を説明できるものではありません。さらに、学
習コーディネーターの廃止後に、常勤職員がその職務を引き継いだということも、上記のこと、
すなわち一般行政職にも女性問題にかかわる専門性が求められることを示しています。
イ　学習に関わる専門性
　講座の企画・運営にっいても「専門性」が都合よく引き合いに出されていますが、学習コーディ
ネーターはわたし一人しかいませんでしたので、女性会館が主催する講座の全部に関わること
など到底できず、一部しか担当できませんでしたし、他の講座は常勤職員のみで企画・運営さ
れていました。被告側が「助言を受けた」と主張している中身は、常勤職員が短期間で異動して
しまうのに比べて、非常勤職員の勤続年数が長くなるので、相対的に非常勤職員に経験が蓄積
されるということだと思います。女性会館では職員同士はかなり対等な関係で、日常的にも、
また「第三月曜会」とよばれる職員ミーティングにおいても、常勤・非常勤を問わずきちんと自
分の考えを述べ合ってきましたので、なぜいまになって「助言を受けた」などというのか、本当
に理解に苦しみます。
　わたしは、92年に就職したときには千代田区で働いていたときの1年半の実務経験しかあり
ませんでしたので、中野区での取り組み、とくに保育室を常設して講座と深く関わらせながら
一時保育事業を展開していくことは、学ばなければならないことがたくさんありました。わた
しは就職する前に一度前任者の学習コーディネーターと引継ぎをしましたが、そのときは短時
間だったこともあり担当する事業名を引き継ぐのが精一杯でした。
　上記のような講座の組み立てに関する問題は、最初にパートナーを組んだ常勤職員のAさん
から学んだと思っています。Aさんは女性会館でたしか6年間在職して、区民や講師とも継続
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した関係を培っていました。とくに、保育室にあずけて学んでいる人や保育者からの信頼は絶
大でした。わたしはAさんとともにそれらの人と関わるなかで、子育て中の女性が不安を抱え
ながら保育室に子どもをあずけ、そのことを保育者や職員が支えていくことを経験しました。
そのときのことは、小論「母と子のくらしを拓く学習」（明治大学社会教育主事課程年報4）
に詳述しましたが、そのもとになった事実は「社会教育実践分析フォーラム　第2号」にその
まま記録として掲載されています。そのなかに女性会館のチラシや、講師・受講生に向けた職
員の手紙がありますが、それらはAさんが中心となって書いています。
　わたしは、Aさんや自分の経験を考えると、講座や自主グループ支援など学習に関わる専門
性は、経験の蓄積によって形成されるものだと思います。いま、大学の社会教育職員の養成課
程で教員をしていますが、現在の大学教育のあり方では、社会教育の制度や歴史に関してのい
くらかの知識は得られても、この学習に関わる専門性を養成することはきわめて困難です。む
しろ社会教育の現場で学んでいる人のほうが、学習を組織する力が高いということは、一般に
いわれていることです。それにはいろいろ理由がありますが、これは、社会教育では、学校教
育と違う学びのあり方が求められるため、その経験のない学生にとって想像がっかないという
ことも大きな原因だと思います。
　そのように、学習に関わる専門性にとって現場の経験は不可欠であるので、大学や大学院を
出たらそうした力があるというものでは決してなく、経験を基礎として形成されると思います。
だから、わたしが学習にかかわる専門性をもっていたとすれば、それは常勤職員のように異動
のない、施設職員だったからだと思います。常勤職員であってもAさんのように専門性を培う
ことは充分可能で、ただそれを阻んでいたのがジェネラリスト養成を目的とした自治体の人事
制度による短期間の所属変更だったと考えています。
　さらに、学習に関わる専門性をもっ職員として社会教育主事があり、中野区では当時2名を
一般行政職で配置していました。専門性を持っからといって非常勤である必要性はまったくな
く、常勤で置くことは可能だと思います。実際、大阪市では、100人以上常勤社会教育主事を、
教育委員会以外の施設にも積極的に配置し、その専門性を活用しています。
　ざらにいえば、わたしが担当した講座の場合、わたしの勤務日数が少なかったために不都合
があったと思います。講座生や講師の立場から言えば、担当者が不在の日が多いわけで、その
日は常勤職員のパートナーが連絡を受けていましたが、結局携帯電話がかかってくることもあ
りました。
　女性会館にとっても、職務上わたしたちを短時間勤務にしておくことで生じる不都合があっ
たと思います。たとえば、『しいの木の下で一中野の女性史一』という本の作成段階で、情報
図書室専門員とわたしが応援にくわわりました。ちょうど区民との打ち合わせが迫っていたか
何かで、仕事のめどが立たないのにわたしたち非常勤職員の休務日が重なってしまったとき、
課長が冗談とも本気ともっかないようすで、「平川さん、ファクスを買ってあげるからうちで
仕事して」といったので、「絶対いやです」といいました。
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　女性会館に専門職を配置する必要があったとしても、それが非常勤でなくてはならない理由
を、職務の内容から指摘することができません。ただ、自治体の人事制度の面からいえば、異
動をしないで経験を蓄積させるという点が考えられますが、それも単年度雇用を揺るがさない
現状と矛盾しています。
　上記の実態、定数配置されている常勤職員では足りないほどの事務量にもかかわらずそれを
定数化できない、すなわち人件費の制限のなかで、かろうじて非常勤の予算が獲得されたとい
う財政上の理由が、非常勤で配置したもっとも考えられる理由といわざるを得ません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002年11月20日　東京地裁提出）
おわりに
　本論で引用した小形の論で、括目するのはその賃金論である。「四〇歳位の同年齢の図書館
で働く常勤と非常勤の夫婦が子ども二人と暮らしている。夫の年収は七二〇万円であるが、妻
は若干出勤日数が劣るだけなのに二四〇万円である。」だから「常勤と非常勤の間には、既に
扶養する者と扶養される者という、言わば身分的な垣根が横たわっている。…ともに生活給で
あり、二人の働きが常勤、非常勤の身分差を除いてそう違わないものであるとすれば、（七二
〇万円＋二四〇万円）÷二＝四八〇万円こそが、本来それぞれ手にすべき賃金なのではないだ
ろうか。」（37）
　わたしの知る限り、非常勤賃金から算出した唯一の常勤賃金引下げ論である。
　ただし、本論の冒頭に記した裁判の損害賠償請求の考え方（均等待遇）で試算すると、労働
時間（常勤＝1とすると非常勤＝4分の3）に比例する。つまり、
　　（720万円＋240万円）÷（1＋3／4）≒548．6万円　これが常勤（夫）
　　548．6万円×3／4≒411，4万円　　　　　　　　これが非常勤（妻）
の労働時間に比例した年収といえるのではないか。ただしこの場合、夫婦が離婚（あるいは夫
が死別）して妻が子ども二人を引き取るとやや厳しい。世帯単位から脱するためには、住宅・
年金等の政策が充実し、児童扶養手当が子どもの人数に応じて支給されるなど、社会保障制度
全般の見直しが必要である。この試算はオランダ型ワークシェアリングを念頭に置いているの
だが、この社会制度は、政労使の合意に基づき社会全体が選び取った生活のあり方である。
　本文中に、社会教育職員の職務内容について考察する中で、非常勤職員である女性たちがア
ンペイド・ワークの視点を持ち込む可能性にっいて論じた。そしていまここで、職員の賃金論
としても、ジェンダーの視点から社会制度の変革を展望することが可能であると考える。
　社会教育職員にとって、仕事の中身としても、また賃金と労働時間の問題としても、ジェン
ダーの視点で検討できる課題は多い。学習者と同様に、職員にとっても、パート労働問題は当
事者としての課題である。
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　（本稿は、全国社会教育職員養成研究連絡協議会　定例研究会（2002年12月9日　於早稲田
大学）での議論に触発されて作成しました。記してお礼申し上げます。本稿は、明治大学人文
科学研究所個人研究費による「パート労働運動における女性の主体形成一その3－」です。）
（1）自治体研究社　1994
（2）同前　P．101
（3）同前　P．102
（4）平川景子　　「パート労働運動における女性の主体形成一その1　自己形成史をとおして一」
　明治大学社会教育主事課程年報　Nα10　P．15，19－21
（5）同書では、「重要なのは、非常勤職員の抜本的な本務化（本採用化）である。しかも、短時
　間で準正規の公務員という変形を新たに持ち込み、公務員制度を一層、混乱させることでは
　なく、あくまで正規の公務員としての本務化（本採用化）が重要な課題である」P．242とし
　ている。ただし、この指摘をふまえて短時間で「正規の」公務員制度は可能である。
（6）同前　P．　151
（7）同前　P．36
（8）同前　P．180
（9）同前　P．191　（　）内原文　なお、学童保育指導員は法的には福祉職である。
（10伺前　P．210　下線は引用者
（ll伺前　P．189
（12伺前　P．107
（13伺前　P．196
（14！大槻宏樹編著『21世紀の生涯学習関係職員の展望』多賀出版　2002年　P．170
（15）林部一二　　「生涯学習時代と社会教育指導員」「社会教育」昭和63年12月号　全日本社会教
　育連合会　P．6など
（16凍京都社会教育指導員会編・発行　1996　P．8
（171加藤雅晴　「社会教育指導員の沿革と現状」「社会教育」全日本社会教育連合会　昭和57年4
　月号P．12－13
（18）田代元弥　「社会教育の指導体制化における指導員制度とその役割」「社会教育」昭和57年4
　月号　全日本社会教育連合会　P．7
（19）同前
（20）前掲　加藤　P．7
（21）「東京23区の図書館職員問題一導入がすすむr非常勤専門職』の問題を考える一」「みんな
　の図書館」　2001年5月号　P．19－20　第二期の背景として、東京都区財政調整制度での「標
　準図書館の職員算定基準が99年に常勤十三人から常勤九人非常勤四人へ変更されたこと」を
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　あげている。
（22伺前
（23）手嶋孝典　　「町田市立図書館が嘱託員制度を導入するまで」「ず・ぼん」Na　6　1999年12月
　　P．145
　町田市の場合、臨時職員にたいする端末操作制限の理由のひとつに「利用者のプライバシー
　保護」があげられ、そのため臨時職員が「主に返却業務、必要な場合に限り、利用者情報に
　結びっかない貸出し業務のみ」に従事していたという。しかし、「返却」も「貸出し」も利
　用者情報と図書情報の接点であるので、プライバシーに関与せざるをえないように思われる。
　むしろ臨時職員も地公法上の守秘義務を課せられている以上、「仕事の任せ方や雇い方のほ
　うに問題がある」（下記注24　本多P，29）とする批判のほうが妥当であろう。非常勤職員と
　同様、臨時職員に対しても「本工主義」による差別がないかを、常に検証していく必要があ
　る。
（24）たとえば中野区の場合、1989年以降に常勤職員の週休二日制導入・土曜閉庁にともない、図
　書館と保育園に非常勤職員が採用されたが、現在も、図書館は土・日・祝日の、保育園は土
　曜日の「特殊勤務」にたいする手当が非常勤職員に対しては支払われていない。
（25）前掲　手嶋　P．142
（26＞前掲　西河内　P．16－17
（27伺前　P．19
（28≧本多伸行　　「これからの図書館には、短時間専門職員が必要だ」「ず・ぼん」Na　7　2001年
　8月　P．28，30
（29小形亮　「非正規職員は正規職員を越えていくのか」「ず・ぼん」Na　51998年10月　P．100－
　103
（30伺前
（3Dただし、この調査を実施した東陽図書館の西村館長は、2002年度に非常勤制度を導入した区
　が増えたことと、すでに民間業者への業務委託が行われていることをあげて、調査当時と今
　日の実態が違っていると指摘している。（2002年12月平川聞きとり）
（32小形亮　「常勤職員は図書館に存在しっづけられるのだろうか」「ず・ぼん」Nα7　2001年8
　月P．20－22
（33）前掲　小形　　（注28）P．　103
（34）前掲　平川　P．27
（35）平川景子　　「短時間公務員としての社会教育指導員の位置づけ一ジェンダーの視点から一」
　「月刊社会教育」　国土社　2002年9月号　P．17－18
（36）中野区女性会館「事業概要」1999年　P，1
（37）前掲　小形　　（注30）P．25－26
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